
  
  

移動民のダナ+20 マニフェスト 

移動先住民、保全、持続可能な開発、気候変動 
ダナ宣言から 20 年後 

2022 年 9 月 10 日 ヨルダン ワディ・ダナ 

 
我々移動民の代表者──先住民、伝統民、遊動民、部族民を含む1──および関連する研究者と実務
家は、ダナ宣言2から 20 年後の現在に我々が置かれた状況を振り返り、我々の未来に向けた計画を
練るために、ここヨルダンのワディ・ダナに集結した。我々は、モンゴル、マレーシア、インド、
イラン、ヨルダン、スウェーデン、ナイジェリア、カメルーン、ケニア、タンザニア、ナミビア、ペ
ルー等、世界中の様々な民族や国家から参集した。国連諸機関、市民社会組織、コミュニティベー
スの組織、大学、自然保護団体等、本会議に資金を提供し、このヨルダンでの振り返りのための会
合に参加した各位の支援に謝意を表する。  

モンゴル政府の主導により国連総会で合意された来たる「放牧地と遊牧民の国際年」の精神におい
て、我々は、我々移動民と遊牧民が、各地の地域環境に適合するよう長年にわたって培ってきた生
活様式とともに、世界中で数億人の人々を擁していることを強調する3。我々の生活様式は極めて多
様であり、我々の環境や先住民管理領土との繋がりを密接にするために、さまざまな形態の移動に
依存している4。 我々の故郷は、極北から乾燥・半乾燥の砂漠、サバンナ、ステップを経て、湿潤な
熱帯林にまで広がっている。 

我々は気候変動によって未曾有の難問に直面しており、その影響は、土地劣化および洪水や旱魃の
激化を招き、砂漠化、森林破壊、生物多様性の喪失を伴い、我々の食料主権、食糧確保、飼料への
アクセスが脅かされるようになった。これらの問題は、主に化石燃料の使用による継続的排出に起
因しているにもかかわらず、我々は伝統的な生活様式を続けているというだけの理由で、排出者と
して標的にされることがあまりにも多い。採掘産業は咎められない一方でそうなのである。 

我々は、可変性に適応した我々の伝統的移動土地管理戦略および知識に立脚した気候変動への緩和
策と適応策を要請する5このためには、我々の移動性から生まれるレジリエンスが弱体化しないよう、
我々の領土に対する権利を確保する必要がある。 

一般的な認識とは反対に、我々の領土や放牧地は生物多様性の重要保護地域であり、不可欠な生態
系サービスを提供している。そして我々の生活様式は、国家経済や食料確保に決定的な貢献をする
一方で、これらの地域を維持・管理する上で肝要な役割を果たしている。移動可能な生活様式は、
レジリエンスと効果的な土壌・水管理を促進する手段を組み込んでおり、環境の保全と回復の基礎
とされるべきでものある。我々は、こうした価値が国連砂漠化防止条約のように一部の国際機関に

 
1 IFAD 2009. Engagement with Indigenous Peoples Policy, IFAD, Rome。 
2 ダナ宣言、ダナ + 10、ダナ + 20 は先住民族の権利に関する国連宣言の実施を全面的に支持する。ダナ宣言ウェブサ

イトを参照。: https://www.danadeclaration.org/ 
3 https://iyrp.info/  
4 https://www.biodiversitya-z.org/content/indigenous-peoples-and-community-conserved-territories-and-areas-icca  
5 CELEP の動画も参照。: https://www.youtube.com/watch?v=DeqITzac9Ac  
 



よって認められていることを評価する6。狩猟、採集、輪作休閑、移牧、遊動的放牧、土地共有とい
った移動資源利用は、生物多様性や生態系のレジリエンスを低下させるどころか、むしろ向上させ
ることが多いという我々の主張は、学術研究によって実証されている。しかし我々は、人口増大、
そして、外部の利益や現金経済における外部との契約によって、我々にとってしばしば不利な条件
で、土地や水源を喪失したことによって、我々の環境と生活様式がストレスに晒されていることを
認識している。我々は、我々の生計を促進し維持するために、様々なレベルでの連携を呼びかける。  

歴史的に、我々の生活様式や人権はあまりにも頻繁に軽視され、否定されてきた。我々の中には暴
力や強制移住、定住化を経験した者もいる。法律は、定住農民には授けられてきた同じ権利を我々
に対しては否定するように構成されている。我々の土地、領土、そして我々が依存する天然資源に
対する諸権利、自治権、慣習法を行使する権利は保護されなかった。我々が所属する国家は独立し、
国際人権条約を批准しているにもかかわらず、今日多くの国々で、このような差別的な文化に基づ
く偏見、法律、政策が依然として残っている。7我々は、土地権と人権の擁護者が我々のコミュニテ
ィと社会で果たす重要な役割を認識している。我々は、政府や国際社会に対し、移動民とその環境
を守るための行動において、彼らを保護するよう要請する8。   

今、我々の生活様式は脅威の増大に直面している。それは、採掘産業やアグリビジネス、自然保護
区の強制、トロフィーハンティングや観光キャンプ、強制立ち退きや定住化計画、司法へのアクセ
スの欠如、我々の生活様式に対する偏見の蔓延、慣習的な統治システムや知識尊重に対する侵食に
よってもたらされる脅威である。我々のテリトリー上でみられる土地の断片化や私有財産をフェン
スで囲うこと、そして新たな国境線は、我々の伝統的な移動ルートを遮断し、我々から牧草地や森
林へのアクセスを奪っている。我々は、排除的な形態の環境保全と開発が我々に強要され続け、土
地と領土へのアクセスの喪失、非自発的な再定住、貧困化、文化の喪失につながっていることを強
調する。風力発電所、太陽光発電所、レアメタルの採掘など、新しい「グリーンへの移行」プロジ
ェクトでさえ、我々の同意なしに、あるいは、その地域に対する我々の権利、利用、ニーズを考慮
することなく、我々の土地に押し付けられている。 

我々は、直面しているいくつかの問題に対処するための模範的な取り組みが存在することを認識し
それを称賛する。裁判所が我々の土地の返還を支持する判決を下した判例もみられる。いくつかの
国家の政府は、我々の伝統的な領土の所有権と管理権を認め、我々の自治を認めることに同意した。
いくつかの保護区はコミュニティによる所有、統制、運営に戻され、先住民族領土やコミュニティ
保護区等、保護を達成するための効果的な手段も認められ始めている。我々との協力のもと、地域
的に意義深い生息地回復プロジェクトがいくつか実施されている。残念なことに、こうした例は将
来の道筋を指し示すものではあっても、通例というよりはむしろ例外である。  

我々が直面している長期未解決課題に対処するため、我々は各政府に対して我々の民族に対する政
策を修正することを要請する。まず、我々の領土と資源の共有利用に対する慣習上の権利を認め、
公式に確保することを通じてそれが可能になる。そして、我々の伝統的な権限と慣習法を認めるこ
と、我々の生活様式を正当に評価し、伝統的な知識とアイデンティティを尊重するよう青少年に奨
励する文化に配慮した教育を奨励することを通じてそれが可能にある。移動民は公正に代表される
べきであるし、意思決定において発言権を持つべきである。 

我々は、自然保護活動家に対し、我々の権利を尊重し、我々と緊密に協力し、我々の伝統的知識と
慣習的管理慣行を適用することを通して、我々の先祖伝来の地域と、我々が大切にし、見守ってい

 
6 例えば次を参照: https://www.unccd.int/news-stories/statements/indigenous-peoples-dialog-climate-change-biodiversity- 
anddesertification 
7 また、先住民族の権利に関する国連宣言、ILO169 号、VGGT など、先住民族の集団的権利を扱うその他のグローバ

ルな文書もある。 
8 人権擁護者に関する国連宣言。 



る生物文化的多様性と生態系を保護するよう要請する。また、生物多様性条約締約国会議9の決定や、
生物多様性および生態系サービスに関する政府間科学政策プラットフォーム（IPBES）10の関連する
キーメッセージに沿って、ダーバン合意11やダーバン行動計画の下での約束を実施するよう、彼ら
に今一度要請する。我々は彼らに、ファカタネ・メカニズムに資金を供給して、実効性を持たせる
こと、そして、影響を受けた人々が保護地域について懸念を表明し、正当かつ公平に司法を享受し、
返還、補償、調停を通じて対処できるような機敏なメカニズムを発展させることを求める。 

我々は各種法人に対して、アクウェコン・ガイドラインに沿って、我々の権利を尊重し、我々が完
全に参加する形態での社会的、経済的、文化的、環境的な影響の評価を実施することを要請する12。
我々の慣習的領土内のプロジェクトは、その提案について全面的に情報が共有され、我々の自由意
思による、事前の、十分な情報に基づく同意（FPIC）を得て、手続きを経た上で、我々自身が選ん
だ代表者とともに実施されねばならない。13また、各種法人は損失と損害に対して正当な補償を提
供すべきである。 

我々は国連諸機関、大学、市民社会組織、コミュニティベースの組織に対し、我々自身のイニシア
ティブを維持するような方法で、我々の努力を支援し、我々と連帯して行動し、資金を提供するこ
とを要請する。具体的には、先住民問題に関する常設フォーラム、あるいは、先住民族の権利に関
する専門家機構に対し、移動する先住民が置かれた状況について焦点を絞った調査を実施し、報告
書を発表するとともに、我々の権利がどのように支持されるべきかについて具体的な勧告を行うこ
とを要請する。 

我々は、また、研究者に対し、我々の「自由意思による、事前の、十分な情報に基づく同意」に対
する権利に沿って、我々の優先的な関心事に取り組む共同調査研究のイニシアチブを共同で発展さ
せ、地元の研究者や若者の能力を育成するよう要請する。そのような調査研究は、開発・保全機関
から独立したものであるべきであり、広く公開される前に我々のコミュニティと共有することで検
証されるべきである。また、これらの調査結果は、より一般に公開されるべきである。 

我々は、また、我々自身で、加わってくれるメンバーを見つけてネットワークを強化し、女性と若
者の役割を確保し、グローバルなアドボカシーを実施し、危機に際して、共同かつ団結してお互い
を支援するために行動し、我々のニーズに応える専用のメディアを設置することを誓う。我々は、
既存の地域、国家、リージョンにおける連合、組織、ネットワークを引き続き強化していく。 

我々は、このマニフェストを未来の世界における移動的生活様式の位置づけについて相互理解を深
め、全ての関連する当事者の間での協働への新しい道を拓く開かれた誘いとして、提供するもので
ある。 

 

 

 

 
9 CBD COP 7 決定書 28、COP 10 決定書 2、COP 12 決定書 12、COP 14 決定書 8、およびそれぞれの附属書。 
10  IPBES の「キーメッセージ」グローバルアセスメントの A6、B6、D5。 
11 ダナ宣言 5.2.7 およびバルセロナで開催された第 4 回世界自然保護会議での承認。 
12 https://www.cbd.int/doc/publications/akwe-brochure-en.pdf 
13 https://www.fao.org/3/i3496e/i3496e.pdf 
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